





















































































る最高裁」法律時報88巻 3 号（2016年） 1 頁、横尾日出雄「憲法判断の積極主義的
傾向と最高裁判例：再婚禁止期間違憲訴訟最高裁判決と夫婦別姓訴訟最高裁判決を
めぐって」中京ロイヤー26号（2017年）11頁。





































































































































































































































































































































































































































































































































































の権利と連邦憲法（ 1）、（ 2・完）」愛媛法学雑誌42巻 1 ・ 2 号（2016年）71―96
頁、愛媛法学42巻 3 ・ 4 号（2016年）131―151頁、根本猛「同性婚とアメリカ合衆


































（39）　上田宏和「Obergefell 判決における同性婚と婚姻の権利」創価法学46巻 1 号
（2016年） 1 ―31頁、24―26頁。





































































126　　早法 93 巻 3 号（2018）
は、婚姻の定義自体も変わり、個人間の親密な関係性についての法的議論
に集約していく可能性も否定できない
（45）
。
　抽象的にはそのようにいえても、現時点で、法律婚をどのように制度設
計するかということと、憲法24条の婚姻の自由をどのように調和させるべ
きなのか、という問は残ったままである
（46）
。すなわち、憲法24条の保障内容
と、憲法24条と憲法13・14条の関係性を明らかにするという課題である。
日本における先駆的な業績
（47）
を参照するとともに、上述のObergefell 判決
において婚姻の自由とともに平等権が論じられたことの意味を吟味しなが
ら、より考えていきたい。
おわりに
　「家族」の問題が世界で問われるなか、夫婦同氏訴訟は、家族に関する
重要判例の 1つとして、日本の憲法学に課題を与えた。本稿執筆中に、戸
籍法の規定に対する違憲性を主張する新たな夫婦別姓訴訟が提起されたと
のニュースに接した
（48）
。この問題が司法の場で再び争われるなかで、議論を
より深めていきたい。
（45）　駒村・前掲註（40）26頁。
（46）　座談会・前掲註（ 8）39頁（宍戸常寿発言）は、憲法24条から特定の家族像が
導かれて、その結果、現行の家族法制を憲法の名において固定化してしまう危険
も、この種の議論は包含しており、だからこそ、憲法24条の領分を明らかにする必
要があるという。
（47）　田代・前掲註（34）内の文献のほか、辻村みよ子「日本国憲法と家族法規定」
『憲法と家族』（日本加除出版、2016年）79―149頁参照。
（48）　毎日新聞2017年 9 月15日朝刊。
